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要　　　旨
　わが国における末期腎不全患者数は増加の一途をたどり、新規透析導入患者数は年間
37,000 人にのぼり、290,000 人が維持透析を受けている。腎不全にたいする治療方法とし
て透析と腎移植は車の両輪に例えられるが、わが国における腎移植施行件数は増加傾向に
あるものの欧米に比べ圧倒的に少ない。山形県では 2004 年までに 25 例の腎移植が施行さ
れてきたが、2009 年より新体制で腎移植を再開し、これまで献腎移植 1例、生体腎移植 6
例を施行し、全例生着と良好な成績が得られている。わが国と山形県における腎移植の現
況について、当科の成績を含めて検討し、山形県における腎移植の課題について考察した。
キーワード：腎移植、慢性腎不全、腎代替療法、臓器提供
はじめに
　わが国における高齢化と糖尿病や動脈硬化性
疾患の増加により、慢性腎臓病から末期腎不全
を来たす患者数は年々増えている。透析療法の
進歩に伴う腎不全患者の予後改善に加えて、年
間約 37,000 人もの患者が新規に透析導入とな
り、現在約 290,000 人もの患者が維持透析を受
けている１）。透析患者の増加数はおおむね毎年
10,000 人であり、年間約 25,000 人もの透析患
者が心血管合併症などにより死亡している。
　腎代替療法において透析療法と腎移植は車の
両輪に例えられるが、わが国における腎移植施
行件数は透析導入件数に比べ圧倒的に少ないの
が現状である。山形県における腎移植施行件数
は全国的にみても非常に少ないのが現状であ
る。
　本項では山形県における腎移植の現況と課題
について、わが国における腎移植の現況と当院
における成績を含めて考察し報告する。
１．わが国の現況
　透析療法と同様、腎移植も生着率・生存率の
向上をはじめとして、その成績は格段に進歩し
ており、施行件数は年々増加している（図 1）。
日本臨床腎移植学会の統計調査によると、2009
年には年間 1312 例の腎移植が施行された２）。
その増加の理由としては、生体腎移植において
鏡視下ドナー腎摘除術が提供者にたいする標準
術式となったことによりドナーの身体的負担が
軽減したこと、免疫抑制剤の進歩に伴い拒絶反
応が減少し重症度が軽減したこと、また生存率
および生着率が向上し、適応も拡大されてきた
ことなどがあげられる３）。
　一方で、献腎移植施行件数は増加しておらず、
停滞傾向である。これは臓器提供者数が増えな
いことに起因している。昨年の臓器移植関連法
案改正後に脳死下臓器提供は増えたものの、心
停止下臓器提供を合わせた臓器提供者数はほと
んど変化していない。現段階では、これまで心
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停止下に臓器提供をしていた患者の一部が脳死
下での臓器提供可能となったに過ぎず、今のと
ころ腎移植に関しては提供数の増加につながっ
ていない３）。
　腎移植の成績の経年的な推移をみると、1982
年以前は、生体腎移植において 5 年生存率
70.4%、5 年生着率 69.9%に過ぎなかったが、
2001 年以降に移植を受けた患者の 5 年生存率
は 95.9%、5 年生着率 90.7％まで向上した４）。
腎移植の成績はシクロスポリン、タクロリムス、
ミコフェノール酸モフェチル（MMF）、バシ
リキシマブといった新たな免疫抑制剤の登場す
るたびごとに向上しており、免疫抑制の改善に
よる直接的効果と、複数の免疫抑制剤を併用す
ることによるステロイド減量に代表される合併
症の軽減措置が寄与していると考えられる。
　このように成績が向上するとともに、腎移植
の適応は拡大傾向にある。血液型不適合腎移植
の成績は、血液型適合腎移植と遜色ないほど向
上しており、施行件数は年々増加している５）。
HLA ミスマッチ数はもはや腎移植の適応決定
因子とはならず、夫婦間移植に代表される非血
縁 ド ナ ー か ら の 腎 提 供 も 増 え て い る。
　2010 年の臨床腎移植統計報告によると、
2010 年に腎移植を施行した施設数は 126 施設
であり前年より 10 施設減少しており、全体の
52.7%にあたる 777 例が年間 20 例以上の腎移植
を施行している 18 施設（14.3%）の多症例施設
で施行されていた６）。一方、年間 1 ～ 9 例しか
腎移植を施行していない少数症例施設で行われ
た移植件数は205例（20.7％）にとどまっており、
腎移植が多症例施設に偏在しつつある状況が浮
き彫りになっている。
２．山形県の現況
　山形県においては、現在約 2,400 人の患者が
維持透析を受けており、年間約 350 人の患者が
透析導入されている。1976 年に山形市立病院
済生館において県内初の腎移植がおこなわれ、
2004 年までに 25 例の移植が施行された。1992
年からは事実上、山形大学医学部附属病院が県
内唯一の腎移植実施施設となったが、2004 年
の献腎移植を最後にしばらく施行されていな
かった。
　2009 年 4 月より、腎移植実施に向けた新体
制の整備を開始した。具体的には、献腎提供に
備えた摘出器材および薬剤の整備、免疫抑制剤
や抗ウイルス薬などの新規採用、当院病理部で
の移植腎病理標本作製および診断体制構築、リ
ンパ球クロスマッチ、HLA タイピングおよび
抗血液型抗体価などの移植免疫検査に関して外
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部委託を含めた検査体制の確立、保険請求方法
について病院事務と複数回にわたる検討ならび
に腎移植に関する自立支援医療機関の指定申
請、移植手術に必要な物品の整備と手術室ス
タッフへの複数回の勉強会ならびにシミュレー
ションの実施、当科及び病棟コメディカルス
タッフへの複数回にわたる勉強会開催および入
院診療を画一的に行うための病棟指示書等の作
成などをおこなった。2009 年 8 月、県内の病
院で 5年ぶりに心停止下腎提供者が発生し、腎
移植第一候補患者が当科登録患者であり、5 年
ぶりに腎移植を実施した。以降、2011 年 9 月
までに生体腎移植 6例を施行し、計 7例の腎移
植を経験した（表 1）。5 例目に夫婦間移植を、
6 例目に血液型不適合腎移植を、7 例目に高感
作者にたいする二次移植をそれぞれ県内で初め
て施行した。これらの症例では移植腎は全例生
着しており、重篤な拒絶反応をきたした症例は
一例もいなかった。外科的処置を必要とした合
併症は尿管膀胱吻合部狭窄をきたした一例のみ
であり、経尿道バルーン拡張術で軽快している。
感染症は脊椎炎、慢性動脈閉塞症に伴う下趾潰
瘍、サイトメガロウイルス感染、創感染を一例
ずつ経験したが、いずれも保存的治療で軽快し
ている。
　一方で、2009 年以降、生体腎移植を希望す
るも移植前精査により適応外となったレシピエ
ントもしくはドナー候補者が 5 名いた（表 2）。
1 名はレシピエント候補者で、移植前精査の結
果、子宮頚癌と診断され断念した。残りの 4名
はドナー候補者であり、悪性腫瘍により適応外
となった 1 名を除き、3 名に腎機能障害を認め
た。
３．今後の課題
　わが国における腎移植の成績は年々改善して
おり、山形県においても 2009 年以降当院で 7
例の腎移植を施行し、血液型不適合や二次移植
といった高リスク症例においても良好な成績が
得られるようになった。一方で、わが国におけ
る腎移植施行件数は年々増加傾向にあるものの
米国の約 15,000 例／年には遠く及ばず、特に
献腎移植については米国の約 10,000 例には比
べるべくもない７）。生体腎移植は提供者保護の
観点から厳格な移植前精査が必要とされ、実際
に当院でも健康上の理由から 2009 年以降だけ
でも 4 名の方が提供不適格となっていた８）。欧
米諸国では透析患者にかかる高額な医療費を抑
制するためにも腎移植は推奨されており、ド
ナー・アクション・プラグラムに代表される臓
器提供を増やすための施策を国が主導して行う
ことで、国を挙げて献腎移植件数の増加を図っ
ている４）。昨年、わが国においても臓器移植関
連法案が改正されたが、献腎移植の増加にはつ
ながっていない。わが国では一般国民の持つ医
療の密室性に対する不安などに加えて、死後遺
体を傷つけて臓器を提供する、という行為自体
に対する抵抗感が強いことが、臓器提供者が増
えない理由の一つと考えられている。一方で、
他のアジア諸国でも献腎移植数が増加している
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ことを考えると、仏教、儒教などの文化的背景
や民族性の特殊性をわが国における移植医療低
迷の原因と安易に断ずることには無理がある
４）。平成 20 年に内閣府のおこなっている臓器
提供に関する世論調査において、脳死での臓器
提供について「提供したい」とした方が 43.5%
で「提供したくない」と答えた方の 24.5%を大
きく上回り、調査以来過去最高となっているこ
とからも、一般市民の臓器提供に対する考え方
が肯定的となっていることは明らかである10）。
一般国民の意識が変わってきているにも関わら
ずわが国において臓器提供が進んでいかない理
由として、臓器提供および移植にかかわる人員
及びそれをまかなう財源の不足が挙げられる。
臓器提供への普及啓発活動は、各地域の移植医
や移植コーディネータといった一部の医療者に
よる local な活動に依存しているのがわが国の
移植推進活動の実情である。臓器提供候補者は
脳神経外科や救急が担当している患者に発生す
ることが多いが、これら診療科は医療従事者の
中でも最も多忙を極めており、臓器提供及びそ
のオプション提示をおこなうことによるさらな
る負担を可能な限り軽減するよう対策をたてる
ことは急務である。
　いざ臓器提供患者が発生しても、全国各地で
移植施設からの摘出チーム派遣には窮々として
おり、県内に移植施設が当院しかない山形県に
おいては一層切実な問題である。腎移植の推進
には、国、県、市町村による行政の協力が必要
不可欠である。
　上述のごとく、わが国における腎移植症例は
多症例実施施設に集中する傾向を認めている。
多症例施設に症例を集中させることは、一定以
上の医療水準を移植施設が維持しやすくなり、
患者に高いレベルの腎移植医療を提供し易くな
ることがメリットとして挙げられる。一方で、
移植施設が限定されることは移植施設までのア
クセスを悪くすることにつながりかねず、腎移
植へのコンプライアンス低下や合併症をきたし
た際の通院困難などといったデメリットが生じ
る可能性がある。さらに大きな問題として、移
植患者を診察する機会が得られないことによ
り、腎移植医療を経験したことがなく、その実
態を正確に把握することが困難な腎臓医が増え
てしまうことが危惧される。腎臓医を対象とし
た腎代替療法に関する患者へのオプション提示
に関する意識調査によると、腎移植施行施設と
未実施施設では腎移植についてのオプション提
示に関する満足度が異なり、腎移植未実施施設
では満足に腎移植についてのオプション提示を
行える腎臓医は 30%に満たず、その最多の理
由は自施設で腎移植を施行していないことで
あった（図 2）９）。また、各都道府県の年間腎
移植実施症例数を腎移植施設数が 2施設以上の
都道府県と 1 施設の県とで比べると、2 施設以
上の都道府県（36 都道府県）では平均 39.4 例
であったのに対して、1施設の県（11 県）では
平均 5.9 例と有意に 1 施設の県で少なかった
（Mann-Whitney U 検定 ; p<0.0001）６）。各都道
府県の人口および透析患者数で補正しても結果
は同様であり、2 施設以上の都道府県における
腎移植実施症例数 / 人口は平均 10.1 × 10-6 で
あったのにたいして 1施設の県におけるそれは
平均 4.8 × 10-6 と有意に少なく（Mann-Whitney 
U 検定 ; p=0.0075）、2施設以上の都道府県にお
ける腎移植実施症例数 / 透析患者数は平均 3.5
× 10-3 であったのにたいして 1 施設の県にお
けるそれは平均 2.5 × 10-3 と有意に少なかった
（Mann-Whitney U 検定 ; p=0.0108）1,6,11)。以
上の結果からも、腎移植実施施設が少なく腎移
植の実診療を経験する機会が限られている地域
においては、腎不全患者に腎移植の機会が十分
与えられていない可能性が示唆された。一方で、
秋田県と岐阜県のように県内の腎移植実施施設
が 1 施設であるにもかかわらず毎年 15 症例以
上と比較的多数の腎移植を実施している県もあ
る。両県唯一の腎移植実施施設はともに大学附
属病院であることから、実施症例数が多いほど
学生、研修医、腎臓内科医などにも腎移植の臨
床に触れる機会が増え、腎移植の実情を的確に
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認識し患者へオプション提示として還元するこ
とを可能としていることが推察される。山形県
における腎移植実施施設は当施設のみではある
が、県内患者に全国水準の移植医療を提供する
ためにも、また患者への医療アクセスの問題だ
けでなく教育機関として腎移植に関するオプ
ション提示を的確に行うことのできる医師を増
やし腎移植のコンプライアンスを改善させるた
めにも、当施設における腎移植施行件数を増や
すことが必要である。
　
ま　と　め
　現在、腎移植後の長期生着が多くの患者にお
いて期待でき、腎不全患者の増加とともに山形
県においてもますます腎移植に対するニーズは
高まってくることが想定される。そのニーズに
応えるべく、山形大学医学部附属病院を中心と
した、より機能的な移植医療体制の構築を推進
し、移植医療水準の向上をはかるとともに、腎
移植についての情報を積極的に発信し、山形県
においても腎移植が一般診療として定着させる
ことが今後望まれる。
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Abstract
　The number of patients with end-stage renal disease (ESRD) in Japan is increasing. In 2009, 
about 37000 patients underwent dialysis therapy and more than 290000 patients received 
maintenance dialysis therapy. Kidney transplantation has been considered to be comparable to or 
more effective than dialysis therapy for ESRD treatment. The number of kidney transplantations 
performed in Japan is gradually increasing, but this number is much smaller than that in 
Western countries. Twenty-five patients received kidney transplantation in Yamagata Prefecture 
until 2004. We re-started kidney transplantation in 2009 in a new system, and to date, 7 kidney 
transplantations have been performed in our department. No patients lost their grafts and no 
severe complication was observed. We reviewed the current status of kidney transplantation in 
Yamagata prefecture and discussed its future. 
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